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1摘 要

土地利用は当該地域での土地利用の競合 ・葛藤の反映ともとらえられる。その経済的基礎 と

して 「地代負担力」が働いている。当論文では、この地代負担力 という視角か ら土地利用変動

を解析する。当論題を実証するフィール ドとして、広域中心都市の例として 「札幌」 と巨大都

市の例として 「大阪」の両都市圏をとり、時代的には高度経済成長期の1960年 代か らバブル経

済崩壊の1990年 代末までを取 り上げた。

「地代負担力」の算出法については、企業地(商 業 ・工業地)に ついては面積当た りの純益 ・

超過利潤を、住宅地については敷地面積あたりの貯蓄(投 信を含む)の 増減をインディケ0タ ー

として採った。地代負担力に基づ く地価 ・実質地価はそれぞれの値を利子還元して算出した。

著者は1974年 に 「市街地形成理論に関する試論」(富山大学教育学部紀要22号)の 中で、地一

代負担力に基づ く土地利用変動の解析を最初に行い、当論文もその一環のものである。

II地 価 と土地利用変動に関連する論文のレビュー

地価は、一般に、経済科学的には当該地域の 「面積当たりの利益或いは超過利潤を利子還元」

したものとみなされる。 この意味で、この地価は 「面積当たりの粗収入と費用との差たる地代」

がそのベースにあると見なすことができる。先ず、地代論の論文 レビューから展開する。

1)地 代論からのレビュー

この地代論の論議は農業の地代論か らはじまる。その噴矢となったのは18世 紀のフィジオ

クラー トのケネーやチュルゴー達の地代論であるが、彼 らは 「地代の源泉は土地のもつ自然力、

即ち、生産力」 という点から論 じた。この後、リカー ドが 「地代は当該地での生産物価格以上

にでる市場価格の超過分にあるという相対性生産性」に着 目し、「社会全体の穀物需用量が若

し、劣悪な土地まで耕やかされると、こうした土地でも成 り立つ ように穀物価格が上が り、こ

れにより、肥沃度が優れている土地でもより多 くの収穫が得 られる。これが地代に転化する。
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つまり、優れた土地の地代の高さを決めるのは耕作限界がどの程度まで広がるかにかかってい

る。」 とか 「限界的最劣等地と限界内の優等地 との格差が地代として支払われる。」いう論を展

開した1)O

マルクスは 「資本論」の中でリカー ドの考えを発展させ、1)差 額地代、2)絶 対地代、3)

独占地代なる概念を提起 した。マルクスは 「差額地代」について、農業の場合には豊饒度、工

業の場合は工業原料の資源たる鉱山資源分布や落流などの水資源分布情況、住宅地代について

は、位置の優位性がそれぞれ基軸となって差額地代が生じることを論じている。 また、最劣等

地でも、市場の情況(土 地の需要)の ある限り、最劣等地での生産価格を超えて生産物価格が

上がるが、その分が絶対地代 としている。独占地代は、農業地代の場合、ある特定の生産物(ボ

ルドーなど当該の土地で しか生産されない希少な生産物)の 場合は、「価値」を超 えて、需要

者の支払い能カー杯 まで、その生産物価格が上昇するが、その価格と価値の差が独占地代とさ

れる。2)この後、マルクスの理論は1960年 の日本の経済高度成長期での地価高騰のメカニズム

の解明に資することになる。

日本の土地問題は住宅地が最 もホットなテーマであ り、1960か ら70年 代 にかけて地価論は

住宅地代を軸に展開された。田之倉3〕、佐藤哲郎a>、硲51は 不動産資本の土地独占に着目し、土

地造成 ・売買 をめぐる投機的利益の獲得や、さらに、国 ・地方公共団体の土地購入などを公的

機関の関与 も地価高騰の要因として指摘する。矢田5)も住宅地の独 占的側面に着 目した。松

原7)は 東京都市圏を中心に不動産資本の動向の分析を深めている。新沢 ・華山e>は 土地の需給

を基本 と説きながら、土地需要者の支払い能力が地価を規定するとの立場をとる。これはマル

クスの絶対地代に通 じる論と言える。早川9)は 「都心における商業地 としての利用価値がなく、

商業地代を発生 し得ない場所で も商業地代が期待されたり、郊外 に於ける空洞地の存在は全住

宅需要をはるかに上まわる住宅地代を形成する」という 「先見性 ・騰貴制に根 ざした地価水膨

れ論」を展開した。岩見10}は労働価値的視角から地価形成の関数を提 した。

Pβ(t)=[ph(t)qo/(1+レ)・Co]-Cβ

Pβ:単 位面積当たりの素地価格

ph(t):住 宅スペース単位価格

Qo:単 位面積当たり住宅スペース生産量(原初)

φ:平均利潤率

Cα:単 位面積当たりQ土 地資本投下量

Cβ:素 地単位面積当たりβ土地資本量

2)地 価と土地利用変動の実証的研究のレビュー

地価 と土地利用変動について、先ず、チューネンが挙げられる。チューネンは、「孤立国」(当

該の領域では、土壌の条件は均質であり、市場が唯一都市の中心にあ り、交通手段 として、運

送には馬車による仮定を設けた。)と いう実験農場を想定し、都市(市 場)の 中心からの距離

帯によって、どのような営農形態が収益から見て最適になるのかを理論的に検討した。その結
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果、都心に近いところから、十式農業、林業、輪栽式農業、穀草式農業、牧畜と同心円的にオ

プティマムの営農形態が展開されることを理論づけた。11)即ち、一つの地帯内に作 られる作物

の一定量を販売するための必要経費には、都市への輸送費の高低に応 じた「差額」があらわれる。

この点を農業経営の基礎 としてとらえた。この論はリカー ドの地代論にも通じるものである。

このチューネンの論に対して、ダン'2)は地代関数 を導入した り、プリンクマン13?も経営的

視角を入れて発展 させた。尚、シンクレアー(RobertSinclair)は チューネンモデルとは逆転

するような同心円構造を示した14}。即ち、都市に近接 した農地は都市的な土地利用に転換され

る可能性が高 く、そこでは営農者は農業に全力 を注こうとせず、農業の立地パターンは、例外

的に存在する極めて集約的な 「都市農業」を除けば、都市に近い地帯では社会的空閑地ない し

粗放的な農業が展開する。そして、都市の影響が少ないより外側の地帯ほど集約的な農業が成

立する事を論 じた。その後、このチューネンの理論は、付け値曲線論として発展してい く。

地価形成について計量的な解析がで出すのは、近代経済学の発展と連動してくる。マルクス

の地代論では理念的には捉えられるものの、量的には特定 し難い憾みがあったからである。

もっとも、量的処理 と言っても、データー自体の信想性が大いに問われるところではある。例

えば、日本の所得統計で も 「十、五、三」 という言葉があるように、給与所得は100%正 しく

捉えられるものの、企業所得は50%、 農業は30%し か申告されない具合に暖昧で信頼度が低い

点がある。それでも、一定程度、その誤差を踏まえた上で、議論は展開できる。

先ず、アロンゾ(W.Alonso)を 挙げねばならない。彼は、付け値関数を軸 に、地価 と敷地

面積、都心からの距離 と所得密度についての分析 をしている1530実 証例としてのフィラデル

フイアの場合、

Pq=-222.65+0.4357(±0.1275)y-90.107(t22.703)tR=0.69S=375.67

P:平 方フィート当たり価格($)

q:家 族当たりの平方フィート

y:家 族収入($)

t:都心からの距離

アロンゾの後、アイザー ドが主宰 したregionalscience学 会、日本土木学会、 日本地域学会

などで地価形成のモデル化が試みられた論文が出されている。

松村161は地価の推計をファジィ線形回帰モデルによる住宅地推計を西武線沿線で試みた。

Y=(1250.11,72.71)X1-{0.2056,0)X2-(12.356,0}一(111.58,55.60)X3

Y:公 示地価(1969年1月1日)

X1:最 寄り駅までの距離(m)

X2:最 寄り駅から都心ターミナル駅までの時間距離(分)

X3:下 水道整備率(整備1,未 整備2)

石原は社会工学サイドから地価形成要因を宅地率、事業所密度、新着工住宅戸数、火災の発

生件数、所要時間を変数にとって解明している17}。

地域科学の側面から折下が工業化、商業化、住宅地化に関連 して価格理論の立場から地価勾
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配とその変動の測定を行っている18)。

天野等は土地利用変動をクラスター解析及び相関分析を行うことにより、地価のポジショ

ニィングをおこなっている18)0

中原・太田は地価の高低により、土地利用形態が異なって現出する点に着 目し、札幌をフィー

ル ドに土地需要の予測を行った。土地利用の諸類型を目的変数に、地域特性を説明変数に利用

階層別に分析 した。然 し、土地利用の高度化の解析に難点がある20)。

脇田は伊勢市をフィール ドに、旧市街地の生業的商店の経営基盤をヒアリングで確かめ、そ

の中から 「地代 ・地価」の乖離を指摘 している21}。

戸所は地価の高騰に伴う土地利用の高度化 という視角で、名古屋市をフィール ドに、高層ビ

ルを対象に、各階層毎の利用形態を調査 し、高地価のポイントとしてはそれに対応 した業種が

対応している事を指摘 した盟)。

山田は関東地方を中心に地価の変動パ ターンとその要因をまとめると共に、バブル崩壊後の

地価の暴落とそれに伴う土地利用の変動の実態を山形をフィール ドに精緻な調査を行ったお)。

皿 広域中心都市札幌市の地価形成と土地利用変動

札幌市は北海道の開発拠点都市として発展が著 しい。特に、第二次大戦後の1950年 に北海道

開発庁が設置 されて以降、企業 ・人口の集中が一層著 しU㌔ 人口について言えば、1950年38

万人、60年60万 人、70年101万 人、80年140万 人、90年167万 人、2㎜ 年182万 人 と順調

に増加 を示 している。産業人口構成から見て、サービス系統の第三次産業が卓越(1990年

77.3%)し てお り、又、製造業も当該都市内で消費されるベーシック型の ものが多 く(そ の産

業人口構成は第二次大戦後22～25%と 、ほぼ一定になっている)。札幌の産業の基本的な立地

性行は都心部集中型といえる。

また、札幌市は地形的にみて、石狩川の支流の豊平川の扇状地に開かれており、市の西 ・南

部にそれぞれ手稲 ・藻岩の山があるとはいえ、概 して 「平原」状の場所に発達 しているといえ

る。この地形的レリー・フ差が少いことが札幌市の都市発展が、都心からほぼ同心円的になされ

ることを導いた。

1)1970年 の地価 ・土地利用

札幌市の建物用途別現況図により、CBD.と 言われる事務所地区、商業地区の変化を見ると、

1955年 には南北0.8㎞ 、東西0.2㎞ であったが、急激な都市化により、1970年 には南北1.1㎞、

東西1.0㎞ へと拡大している。また、この間、D.LD.も 都心か ら5.5㎞ か ら9.0㎞ へと拡大 して

いる。ここに、地価曲線を描き、地代負担力の視角で土地利用変動を検討するza)z51。その結果

1)銀 行、デパー トの実質地価は共に、最高地価を凌駕している。これらが地価のプライス

リーダーの役割をすると共に、都心部およびその周辺に店舗 を大幅に増や している。例えば、

銀行は1965-70年 の間に都心部に13店 舗、都心周辺駅前に5店 舗、近郊高級住宅地に5店 舗
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増加している。デパ0ト もこの間、5つ のデパー トが全て増床 している。一般商店は都心 より

2㎞ 程度離れた店での増加が卓越している。これは、一般商店の実質地価 と取引地価と一致す

る点である。

2)工 場についての実質地価は都心部では遙かに取引地価より低 く、地代負担力に耐えられ

ない。その結果、郊外へ大量に転出することになったが、そのポイントは、東西方向では、都

心から4・5㎞ 、南北方向では2・3㎞ のポイントが卓越した。このポイントは転出可能な中規

模以上の工場の実質地価 と取引地価の一致 し他ポイントである。零細な工場は地代負担力から

郊外への転出能力がなく転出出来ていない。

3)住 宅地についても、多量に都心部から郊外へ転出 していっているが、そのポイントは5

分位の3位 の持ち家要求の強い勤労者層の実質地価が取引地価 と合致するポイントが1966年

で4.5km、1970年 で5.5kmと のびてきている。持ち家率が上昇するのは都心から7㎞ 付近で、

概ねこのポイントと一致する(図1)。

toOOoY

」爾8'5● ㎞

Nor胞CM6C働 曾r●So魑lh

TrsdinQlandPricsCurvyandReallandFritts(1470

L爾3z璽01z3」 扇

R肌 ●ir剛 ●a鱒of電 ㎞ 閑mb●rOErO5電aurantsi1970ハ965,

so

:a

髄胴隔●765632電OtZ3`5678ヒr駒

1nCfe鵬3● 顔ddeCre酋60f罵h◎number6ffactar9●8{1970't965f

●

一

=冨1963くtgaa

■■日963》1968

、
曜s 5 「 ● u 腫 1 t u ■ ■ 【fE弓

MAli?6543110f234Siiibw

R81●ofhods● … 鱈 わ亀`鳩63'1968⊃

図1LandpricesandthechangeofregionalstructureinSapporoto1970

一7一



総 合 研 究 所 所 報

2)1980年 の地価 ・土地利用

札幌市は1972年 にオ リンピックを開催 し、同時に地下鉄東西線 と南北線が開通 した。1970

年と同様の分析 を行う諭。商業地について言えば、銀行 ・デパ・一トの実質地価は最高地価に及

ばなくなった。このことは、都心部では、それぞれ、独 自の力で立地する力はなくなり、他の

テナントも入った複合 ビルの一角を占める程度 としての立地でないと無理とい うことになっ

た。但 し、郊外部であれば単独で、十分、立地出来る力をもっている。事実、地下鉄沿線の郊

外の主要スポットに新規のデパー トが立地 した。

住宅地について言えば、住宅地の実質地価と取引地価が合致するポイン トは都心から10㎞ 辺

りになった。事実、この付近では東京の大手不動産会社による大規模な宅地分譲が行われた。

また、都心周辺で貧困な住民(地 代負担力では他地域へ転出不能)が 居住 していた光星地区

(都心から北へ2-3㎞)に も良質低廉の公営住宅が建てられ、スラム的環境が改善された。

工場については、地代負担力か ら都心部からは、引き続き郊外部へ転出が続 く。L・ から7㎞

の工場の実質地価 と取引地価の一致するポイントでの立地が卓越 した(図2)。
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3)1990年 前半(バ ブル期)の 地価 ・土地利用

1980年 代の後半バブルから始まったが、その地価は1986年 から、僅か5年 間で、その4倍

にも達 した。例えば、三越前(南1・ 西4)の 市内の最高値価 はバブル前の1986年 には坪当た

り1419万 円であったが、1991年 には5777万 円にも上昇 した。その原因は、県外、とりわけ東

京に本拠を置 く不動産業者や土地成 り金たちの騰貴的土地売買によるものであった。県外との

売買件数は、1993年 度の土地取引件数の総計の件数の12%で あるが、法人の件数では、2.3%

に過ぎないが、li以 上の取引では34.4%に ものぼる。そのうち、東京が14.4%に も達する

(札幌市資産税課調)。 その結果、都心部及びその周辺部での土地騰貴(地 上げ)を 狙った空

き地化が激しく進行した。中心商店街である狸小路でも歯が欠けたように、商店が潰され、空

き地 ・駐車場に変わっていった。

4)バ ブル崩壊後の地価 と土地利用変動

バブル崩壊後の土地利用変化 を見ると、1)90年 代初期まで一貫して増加傾向にあった商業

地の面積が、全市的に減少の傾向になっている。とりわけ、それまで増加傾向の強かった都心、

及びその周辺での減少は新 しい傾向といえる。増加 したのは、マンションの新増築の著しい都

心から5-6㎞ の付近のみである。

2)工 業地についても、全市的に、減少傾向が止 まらない。経済不況に加え、製造業の国際

競争に伴 う空洞化 も原因である。

3)住 宅地については、人口の増加に伴い、郊外への市街地化は続いているが、一層、マン
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ション居住者の数が増加の一途を辿っている。地代負担力の視角から見て、高層住宅に居住す

るのは、当該の土地を多人数で共用するだけに、地代負担力がその分少なくて済む。3階 建て

以上の共同住宅に住む割合が、1995年 で全市で95%、 中央区で15.5%ま で上がってきた。地価

の暴落も手伝い、一貫して人口を減 じてきた都心部にも、人口が環流 して きた。1994-99の5

年間に、都心たる中央区に7987人(4.6%)も の人口増があった。同区の人口が1989-1994

ではマイナス5826人 であった事を見ても、いかにこの地価暴落のインパクトが大きかったかを

物語っている(図4)。
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図4バ ブル崩壊後(1999年)の 札幌 圏の地価

麗 大阪都市圏での地価形成と土地利用変動

大阪都市圏は大阪、神戸、京都 という3つ の巨大都市圏を核にもつ巨大都市圏である。この

都市圏はJRの ほか私鉄の発達が著 しく、都市化の進行は、概ね、この圏の中心核である大阪

市から人口 ・産業 ともこれらの鉄道網沿いになされていった。

地形的に言えば、大阪都市圏の北部 ・海岸部を除く西部は千里 ・六甲の丘陵地であ り、東部

は生駒山脈 までは淀川 ・大和川の低湿地、南部は海岸部に沿った平地が金剛山脈に挟 まれて展

開 している。住環境 としては千里、六甲、生駒の丘陵地が高燥で優れてお り、東部は相対的に

劣っている。
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實:地 価 ・土地利用変動 に関す る研究

1)1960年 代の地価 ・土地利用

高度経済成長以降、1960年 代には毎年50万 人を超える人口の流入 と家族構成における 「核

家族化」の急速な進行、大量の設備投資に基づ く産業、とりわけ製造業の彩 しい立地がある、

それに伴い、大阪市の郊外部での激 しい都市化、土地利用の変動が見られた。このメカニズム

の解析を、前述の札幌都市圏と同様に地代負担力に基づ く土地利用変動の解析を行 う銅。

1)CBD.の 商業地を代表する銀行、デパー ト、専門店についてみると、銀行の実質地価 は

最高地価 を上回ってお り、地価のプライスリーダーの一翼を担っている。デパー トについて

も、その実質地価は最高地価には届かないものの、それに近 く、立地地点での実質地価は取引

地価 より高く、デパー トの大半が都心から1・3㎞ に立地 している店から見ても実質的に地価

のプライスリーダーの役割を果たしている。

2>住 宅地について所得階層により、郊外への住宅地取得がなされている。即ち、所得階層

5分 位の1位 の者は西宮 ・宝塚 ・枚方などの高燥な地域へ、同3位 の者は、低湿 とか公害の難

のある住条件のやや劣る東大阪地域 ・尼崎などへ転出してるが、この事実 も、移転 した場所が

丁度、かられの実質地価と取引地価と合致 したポイン トである。なお最下位層の者は移転する

力 もなく、都心近 くの環状線周辺などの劣悪なスラム的場所に滞留せざるをえない。

3)工 場についても、大規模な工場はJR・ 国道1号 線が利用できる淀川右岸に、中小工場

は地価の安い東大阪へ移転した。これも、基本的には地代負担力がものを言っている。なお、

この工場 と住宅の地代負担力がほぼ同程度である事が両者の土地取得の際に競合 し、住工混合

の要因ともなっている(図5)。
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2)1990年(バ ブル期)の 大阪都市圏の地価 ・土地利用

1988年 からの大阪都市圏でも地価暴騰の嵐に見まわれた。この結果、この土地高騰の前に、

土地利用変動のテンポが些か鈍った。銀行 ・デパー トなどの地価支持力が落ちるなどの状況変

化 もみられた銘)。

1)住 宅地について言えば、階層別の住み分けが継続 している。持ち家率が大阪市を中心に

低下 している。持ち家率が減少 している上、その中味が変化 しだした。即ち、マ ンション居住

者が持ち家層についてみると、1983年 には4.4%で あったのが、1990年 には26.4%に も増えて

いる。高層マンションの居住者は床は所有 しているものの、土地は共有のために、実質的には、

底地面積換算の1/3な いし1/4程 度の土地所有に留まるので、土地建物所有者から見ると 「偽」

持ち家層 といえる。

2)商 業地では、地価の高騰で、銀行 ・デパー ト共に最高地価は勿論のこと、それらが立地

している場所での地代負担力は取引地価との比較では低 くな り、地価プライスリーダーの地位

を退いた。1981以 降、母都市都心部での再開発事業も殆どな く、郊外で、デパー ト・銀行 ・他

のテナントと一絡に複合的なビルとして進出している。

3)工 場について言えば、80年 代に入ってから、全面的に転出が続いている。 しか し工場の

中で も、都心型の付加価値の高い印刷 ・出版業が大阪市内の東部地区、比較的付加価値の高い

電気、機械工業を中心に、門真、大東、東大阪の各市での増加が見 られる。前者の実質地価は

坪当り160万 円、後者が同80万 円と高 く、新規立地する場所の取引地価 とほぼ同額であり、理

、

9

図6LandpricecurveinOsakaMetropolitanArea(1988)
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實:地 価 ・土地利用変動 に関す る研究

論的にも存立基盤がある(図6)。

3)1990年 後半(バ ブル崩壊後)の地価 ・土地利用

バブルの崩壊は極めて大きな経済不況を招き、地

価の大幅な下落を招いた。商業地では1992年 のバ

ブルの絶頂期に比 して、2000年 現在、取引地価は約

4分 の1に な り、住宅地でも、同期には3分 の1に

暴落 した。これに伴い、以下のような傾向が出てき

た(図7)。

1)銀 行 ・デパー トといった極めて地代負担力の

強かった業種が不況の波を受けて実質地価 を大 きく

下げた。それは銀行はバブル時代に大 きく膨 らんだ

不良債権の処理に逐われ、欠損を出す寸前間で落ち

込んだか らである。銀行によっては、拓殖銀行のよ

goo
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図7公 示地価の推移

99

うに倒産 したケースや、各銀行は効率の悪い支店の閉鎖、信用金庫、相互銀行の廃業 ・統合 ・

合併等により、大幅にその店舗数を減じた。デパー トも、不況が反映して、購買力の伸び悩み

などにより、売 り上げの減少から大きく収益 を減じ、地代負担力 を落とした。従って、業務地

を構成するキーとなる業種が都心部から撤退し

は じめた。

また、一般小売商店 も、コンビニエンスス ト

アーを除き、大型店の立地緩和、通信・インター

ネット販売などが影響 し、大きくその数を減 じ

てきている。

2)こ れに対 して、住宅地は、バブル崩壊後

は労働分配率が5%程 度(1989年4&7%,ユ998

年53.2%)上 昇 したことも手伝い、(商業地、工

業地に比 して)相 対的に地代負担力は落ちな

かった。然し、賃金収入それ自体は、企業の不

振 もあ り、その伸 びは殆 どないかマイナスに

なってしまった。しか し、地価の下落率はそれ

を大 きく上回 り、相対的に地代負担力が卓越し

た事で、都心部にも、住民が環流してきた。尤

も、その殆どが、「偽持ち家層」と評価 した高層

マ ンション住人 としてではある(図8・9・
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図10大 阪市 の住 宅床面積増加地 区(1985～93)

大阪市建設局のデ・一タよ り著 者作成

V結 語

高度経済成長期の地価上昇は著 しいものであったが、その地価を牽引 していたのは銀行やデ

パー トなどであった。工場地 も住宅地もその地代負担力に耐えられず、郊外へ出ていかざるを

得なかった。大阪都市圏では前者はその規模により、大工場はインフラス トラクチャーの整っ

た淀川右岸に中小工場は東大阪へ、後者は裕福な階層が高燥な郊外地へ、中位以下は東大阪の

住条件の余 り優れないところへ出たが、いずれも、それぞれの地代負担力に応じて転出 した。

札幌でも都心か らの距離に応 じて土地持ちの住宅地に転換 した り、工場も近郊の工業団地等に

移転 したが、それぞれ、地価負担力に応 じての移動であった。

1980年 代の後期からのバブル経済になり、その地価が、商業地で4倍 、住宅地でも3倍 と暴

騰 した。その煽 りを受け、地代負担力の関係で、土地利用の転換のテンポは落ちた。バブル経

済の崩壊後はそれまで、地価の牽引車であった銀行 ・デパー トはそれぞれ、不良債権処理、デ

フレスパイラルで大きく利益を落とし、地価の牽引力を失った。地価 も、2000年 にはバブル開

始以前に戻った。この地価暴落のおかげで、住宅地の地代負担力が相対的に上昇 し、土地付き

ではない高層住宅ではあるが住民が再び、都心部に環流することになった。
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英文レジメ

OnLandUseChangeViewedfromLandPrice

JITSUKiyotaka

Thispaperisconcernedwithrelationshipbetweenlanduseandlandpricesthroughanalysisof

SapporoandOsakaMetropolitanArea.Theauthorsetupaconcept"reallandprice".Byrealland

priceismeantanetprofitperareadividedbyinterestrate.
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Duringthehig畳1economicgrowthlandpriceleaderwerebanksanddepartmentstorewhichwere

representativecomponentofC.B.D..Factoriesandresidentsmovedsofaraswherethereallandprice

andtradingonemet

Aftertheburstofbubbleeconomy,banksanddepartmentstorelostgreatlytheirprofits:theformergot

abigburdentosettleahugebadloansandthelatterwereinfluencebystagflation.Thisfactcauseda

plungeoflandpriceindowntownareawhichenabledtheresidentstoreturnthere.

Thesechangesoflandusebasica皿yobeytheruleoftheabilityoflandusertopaylandrent,which

suggestsasegrigationoflivingplacebyresident'economicstatus;offices,shopsandfactoriesmovetothe

pointwherelandpricesandtheexistinglandpricesmeetaccordingtothelawofprofitmaximization.
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